
備考 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 

２ 整理番号の欄は、記入しないこと 

 ３ 特定計量器の種類は、計量法施行規則第１０３条の規定による経済産業大臣が別に定める分類

によること。（計量法第５３条第１項に規定する特定計量器については、計量法施行規則第１０３条

の規定による通商産業大臣が別に定める分類によるほか、計量法施行令第２条の分類によること。） 

 

様式第８５（第９６条関係） 

届 出 製 造 事 業 者 報 告 書 

   令和〇〇年△△月□□日  

経済産業大臣 殿  

報告者 住所 大阪府〇〇市・・・ 

氏名 株式会社〇〇 

代表取締役 〇〇 〇〇           

 

計量法施行規則第９６条の規定により、次のとおり報告します。  

令和〇〇年度 事業の区分 濃度計 届出の年月日  平成〇年△月□日 
整理 

番号 
 

工場（事業場）

名及び所在地 

大阪工場 

大阪府〇〇市・・・ 

登録商標又は経済産業

大臣へ届け出た記号  
 

特定計量器の種

類  
製造個数 修理個数 

工場（事業場）別内訳（工場（事業場）を２以

上有する場合に限る。）  

工場（事業場）名 製造個数  修理個数  

非分散型赤外線

式一酸化炭素濃

度計 

30 30 大阪工場 15 15 

   兵庫工場 10 10 

   山口工場 5 5 

      

      

      

 

記 入 例 

製造 


